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SSBJハンドブックは、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局がSSBJ基準を利用される方の便宜を考慮して作成

したものであり、サステナビリティ基準委員会の審議を経ていない。 

また、SSBJ ハンドブックに含まれる本文書は、公表日又は更新日現在のものであり、今後、更新する場合がある。 

事後的判断の使用を伴うかどうかの判断 

2025 年 6月 30日公表 

目 的 

1. 本文書は、比較情報の更新にあたり、事後的判断の使用を伴うかどうかを検討する際に参考と

なる情報を提供することを目的としています。 

 

キーワード 

比較情報の更新、事後的判断 

 

何が求められているのか 

2. SSBJ 基準では、前報告期間に開示された見積りの数値について、当報告期間に新規の情報を

入手した場合であっても、見積りが将来予測的なものであるときは、比較情報の数値を更新する

必要はないとしています。なお、将来予測的な指標であっても、事後的判断の使用を伴わない場

合は、比較情報の数値を更新することができます。 

前報告期間に開示された見積りの数値に関連して、当報告期間において新規の情報を入手し、

当該情報が前報告期間に存在していた状況に関する証拠を提供する場合、第 75 項に該当す

るときを除き、次の事項を開示しなければならない。（適用基準第 74 項） 

(1) 新規の情報を反映して更新された比較対象の数値 

(2) 前報告期間に開示された数値と更新された比較対象の数値との差異 

(3) 比較対象の数値を更新した理由 

 

第74項の定めを適用するにあたり、次のいずれかに該当する場合には、比較対象の数値を更新

する必要はない。 

(1) 比較対象の数値を更新することが実務上不可能である場合 

(2) 見積りの数値が将来予測的なものである（すなわち、将来起こり得る取引、事象及び他

の状況に関連するものである）場合 

なお、事後的判断の使用を伴わない場合、将来予測的な指標に関する比較対象の数値を更

新することができる。（適用基準第 75 項） 

 

見積りの数値が将来予測的なものである場合に、比較対象の数値を更新しない理由 

3. 見積りの数値が将来予測的なものである場合、前報告期間に報告された見積りと当報告期間

において使用された将来予測に関する見積りとを比較することは、企業の予測がどのように変化を

したかを示す有用な情報となると考えられます。このため、SSBJ 基準では、ISSB 基準と同様に、
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前報告期間に報告された将来予測的な見積りの数値に関して、当報告期間において新規の情

報を入手した場合には、当該情報を比較情報に反映することを求めておらず、当報告期間にお

いて将来予測に関する見積りに反映することとしています。 

 

「事後的判断の使用を伴わない場合」のみに比較情報の数値の更新が認められている理由 

4. 事後的判断（hindsight）は、会計基準でも用いられている概念であり、見積りを実施した時

点よりも後に発生した取引、事象及びその他の状況に基づいて判断を行うものであると考えられま

す。 

5. 事後的判断に関する定めは、将来予測的な指標について当報告期間に比較情報の数値を更

新する場合、見積りを実施した時点で入手可能であった情報と、事後的に入手した情報を客観

的に区別することが困難である可能性があるため、これらの情報が明確に区別でき、事後的判断

の使用を伴わない場合にのみ、当報告期間において比較情報の数値の更新を容認することを意

図しています。 

6. 例えば、企業がサステナビリティ関連のリスクに対応して工場における水使用量を指標として用いて

おり、前報告期間で今後 3 期間の水使用量を見積って将来予測的な指標として開示する場合

があります。当報告期間において翌期に新たな水関連の規制が適用されることを認識し、これに

対応する設備を導入することにより、必要とする水使用量が前報告期間に見積られた数値と異

なることがあると考えられます。これは見積りを実施した時点よりも後に発生した状況に起因する

数値の差異であり、この情報を用いた比較情報の数値の更新は事後的判断の使用を伴うもので

あるため、当報告期間において比較情報の数値を更新せず、当報告期間の見積りにこの情報を

反映することになると考えられます。 

 

設 例 

設例は、SSBJ 基準の定めについて理解を深めるために参考として示す一例であり、各企業の実情

等に応じて考慮事項は異なることにご留意ください。 

 

 3 月決算のある企業の例  

1. 前提 

(1) A社（3月決算の有価証券報告書提出会社）は、化学品の製造販売を営んでおり、識

別したサステナビリティ関連のリスク（廃棄物発生量の増加に伴う規制リスク）の測定のた

めに廃棄物発生量を指標として用いている。 

(2) A 社は、廃棄物発生量について、当報告期間の実績（X1 年 3 月期）及び今後 5 期

間（X2年 3月期から X6年 3月期まで）の見積りを開示している。 
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2. X1 年 3 月期における状況及び開示 

(1) 着実な製造工程の効率化から、X1年3月期における廃棄物発生量は440千メートル・

トンとなった。 

(2) 今後も製造工程の効率化を進めることが計画されているため、A 社は、毎年前年度から

3％程度の廃棄物発生量の減少を予測し、当該予測に基づき今後 5 期間の廃棄物発

生量を見積っている。 

(3) X1年 3月期における開示は次のとおりである。 

廃棄物発生量の実績及び今後 5期間の見込み 

廃棄物発生量

（単位：千メート

ル・トン） 

X0 年 

3 月期 

X1 年 

3 月期 

X2 年 

3 月期 

X3 年 

3 月期 

X4 年 

3 月期 

X5 年 

3 月期 

X6 年 

3 月期 

X0 年 3 月期 470 

（実績） 

456 

（見込） 

442 

（見込） 

429 

（見込） 

416 

（見込） 

404 

（見込） 

－ 

（前報告期間） 

X1 年 3 月期 － 440 

（実績） 

427 

（見込） 

414 

（見込） 

402 

（見込） 

390 

（見込） 

378 

（見込） （当報告期間） 

 

3. X2 年 3 月期における状況及び比較情報の見直しの要否 

(1) A 社は、同業の B 社との間で、化学品の製造工程に関する重大な技術提携の契約を結

んだ。これにより、製造工程の見直しも大幅に進んだことから、X2 年 3 月期の廃棄物発生

量は 390 千メートル・トンまで大幅に減少した。このため、X1 年 3 月期に見積った将来の

廃棄物発生量も減少することが見込まれる状況となった。 

(2) X1 年 3 月期の開示を作成する際に、A 社は B 社と交渉中であり、X2 年 3 月期中に技

術提携の契約を結べるかどうかは不透明であったため、新たな情報は前報告期間に存在し

ていた状況に関する証拠を提供しない。そのため、X2 年 3 月期の開示を作成するにあたり、

X1年3月期の見積りを更新せず、比較情報を見直さない。将来の廃棄物発生量の減少

については、X2 年 3月期の見積りに反映する。 
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(3) X2年 3月期における開示は次のとおりである。 

廃棄物発生量の実績及び今後 5期間の見込み 

廃棄物発生量

（単位：千メート

ル・トン） 

X1 年 

3 月期 

X2 年 

3 月期 

X3 年 

3 月期 

X4 年 

3 月期 

X5 年 

3 月期 

X6 年 

3 月期 

X7 年 

3 月期 

X1 年 3 月期 440 

（実績） 

427 

（見込） 

414 

（見込） 

402 

（見込） 

390 

（見込） 

378 

（見込） 

－ 

（前報告期間） 

X2 年 3 月期 － 390 

（実績） 

378 

（見込） 

367 

（見込） 

356 

（見込） 

345 

（見込） 

335 

（見込） （当報告期間） 

 

関連する SSBJ ハンドブック 

 「比較情報を更新するかどうかの判断」 

 

SSBJ 基準の定めは、重要性がない項目に対して

適用する必要はないことにご留意ください。 

 

以 上 


